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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第38期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第37期

会計期間
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

売上高（千円） 5,295,863 2,381,176 12,369,935

経常利益（千円） 957,861 47,386 872,400

四半期（当期）純利益（千円） 547,128 28,114 487,509

純資産額（千円） 18,379,613 18,057,840 18,115,226

総資産額（千円） 22,251,796 20,939,041 20,593,798

１株当たり純資産額（円） 1,049.41 1,030.73 1,034.11

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 31.28 1.61 27.87

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 82.5 86.1 87.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△145,626 △8,697 2,143,045

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△46,924 △49,925 322,747

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△175,180 △86,934 △349,927

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（千円）
7,712,375 10,057,273 10,197,400

従業員数（人） 541 544 522

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。)は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 また主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 544 (54)

　（注）従業員数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者及び嘱託を含む。）であり、臨時雇用者数（パー

トタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員を除く）は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で

記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 392 (40)

　（注）従業員数は就業人員（社外から当社への出向者及び嘱託を含み、子会社への出向者を除く）であり、臨時雇用者

数（パートタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員を除く）は、当第１四半期会計期間の平均人員を(　　)内

に外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

日本（千円） 1,947,393 －

米国（千円） 233,049 －

アジア（千円） 275,331 －

欧州（千円） 33,256 －

合　計（千円） 2,489,031 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当第１四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比(％)受注残高（千円） 前年同四半期比(％)

日本 2,169,504 － 1,582,492 －

米国 345,046 － 240,224 －

アジア 479,499 － 331,761 －

欧州 69,650 － 53,350 －

合　計 3,063,700 － 2,207,828 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　前年同四半期比（％）

日本（千円） 1,771,066 －

米国（千円） 255,706 －

アジア（千円） 316,530 －

欧州（千円） 37,873 －

合　計（千円） 2,381,176 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。　

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱ソニー・ディスクアンドデ

ジタルソリューションズ
3,613,617 68.2 － －

　　なお、当第１四半期連結会計期間における㈱ソニー・ディスクアンドデジタルソリューションズに対する販

売実績は、総販売実績に対する割合が10％未満であるため記載を省略しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

(1）業績の状況

  当第1四半期連結会計期間における世界経済は、 中国をはじめとしたアジアの新興国を中心に回復基調で推移

しました。しかし欧州の財政不安をきっかけとして株安や円高が進むなど、先行き不透明な状況が続きました。

　当社の関連するプラスチック成形業界におきましても、アジアの需要回復により生産高が回復し、日本国内の市

場も少しずつ持ち直してきております。

　当社グループにおきましてもアメリカとアジアの需要が回復し、特に中国での人件費高騰を背景とした自動化

ニーズの高まり等により、汎用機の売上は大幅に増加しました。特注機は前期末受注残が減少したため、売上は前

年同四半期よりも減少しております。その結果、受注及び受注残高は増加したものの、連結売上高は2,381,176千円

（前年同四半期比55.0％減）にとどまりました。利益面につきましては全社を挙げての徹底的な経費削減を行い

ましたが、売上高の減少が影響し、営業利益は27,861千円（前年同四半期比97.0％減）、経常利益は47,386千円

（前年同四半期比95.1％減）、四半期純利益は28,114千円（前年同四半期比94.9％減）となりました。 

セグメントの業績は次のとおりであります。

　①日本

特注機の売上が減少したため、売上高は2,419,447千円となり、セグメント利益は67,923千円となりました。

　②米国

米国子会社の売上高は255,931千円となり、セグメント損失は4,796千円となりました。

　③アジア

韓国子会社等の売上が増加したため売上高は365,063千円となり、セグメント利益は28,889千円となりまし

た。

　④欧州

英国子会社の売上が増加したため、売上高は41,723千円となり、セグメント損失は4,052千円となりました。

(2）財政状態の分析

　流動資産は前連結会計期間末に比べ404,695千円増加し16,927,239千円となりました。商品及び製品が256,437千

円、原材料及び貯蔵品が166,099千円増加したことなどによります。

　固定資産については大きな変動はなかったため、資産合計は345,242千円増加の20,939,041千円となりました。

　流動負債は前連結会計年度末に比べ400,537千円増加し2,742,896千円となりました。これは支払手形及び買掛金

が196,468千円増加したことなどによります。固定負債については大きな変動はなく、負債合計は402,629千円増加

して2,881,201千円となりました。

　純資産は、前期決算の剰余金の配当などにより利益剰余金が59,342千円減少したことなどから57,386千円減少の

18,057,840千円となりました。
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(3）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッ

シュ・フローが8,697千円の支出超過、投資活動によるキャッシュ・フローが49,925千円の支出超過、財務活動に

よるキャッシュ・フローが86,934千円の支出超過となり、現金及び現金同等物に係る換算差額が5,430千円となっ

たことにより、前第１四半期連結会計期間末に比べ2,344,897千円増加し10,057,273千円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　たな卸資産の増加額401,606千円や仕入債務の増加額181,671千円等により、営業活動によるキャッシュ・フロー

は8,697千円の支出超過（前年同四半期は145,626千円の支出超過）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による支出48,792千円等があったため、投資活動によるキャッシュ・フローは49,925千円の

支出超過（前年同四半期は46,924千円の支出超過）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

　配当金の支払額86,256千円等により、財務活動によるキャッシュ・フローは86,934千円の支出超過（前年同四半

期は175,180千円の支出超過）となりました。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グル－プが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

(5）研究開発費活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は114,497千円であります。

  なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グル－プの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

会社名
　

所在地
セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定金額

資金調
達方法

着手及び完了予定年
月

総額
(千円)

既支払額
(千円)

着手 完了

当社
京都市

伏見区　
日本 工場用地 800,000 －

自己

資金

平成22年

10月

平成23年

１月

　　　　（注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 17,819,033 17,819,033

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第一部

単元株式数は

100株　

計 17,819,033 17,819,033 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日 
－ 17,819,033 － 1,985,666 － 2,023,903
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（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     327,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  17,323,400 173,222 －

単元未満株式  普通株式  　 167,933 － －

発行済株式総数 17,819,033 － －

総株主の議決権 － 173,222 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数（株）」欄には、証券保管振替機構名義の株式1,200株が含まれて

おります。なお、「議決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個は含ま

れておりません。

②【自己株式等】

　 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

株式会社ユーシン精機
京都市伏見区久我

本町11番地の260
327,700 － 327,700 1.84

計 － 327,700 － 327,700 1.84

　（注）当第１四半期連結会計期間末の自己株数は328,221株であります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 1,618 1,582 1,744

最低（円） 1,353 1,304 1,400

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,297,183 9,431,530

受取手形及び売掛金 3,337,388 3,283,520

有価証券 900,000 900,000

商品及び製品 693,261 436,823

仕掛品 549,423 560,152

原材料及び貯蔵品 1,433,708 1,267,609

未収還付法人税等 233,025 234,400

繰延税金資産 310,469 284,914

その他 185,877 137,804

貸倒引当金 △13,097 △14,210

流動資産合計 16,927,239 16,522,543

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 1,067,222

※
 1,090,737

土地 2,049,713 2,049,327

その他（純額） ※
 200,677

※
 193,639

有形固定資産合計 3,317,613 3,333,704

無形固定資産 143,471 159,565

投資その他の資産

投資有価証券 237,006 278,894

繰延税金資産 58,384 43,221

その他 293,438 299,679

貸倒引当金 △38,112 △43,811

投資その他の資産合計 550,717 577,984

固定資産合計 4,011,802 4,071,254

資産合計 20,939,041 20,593,798
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,654,575 1,458,106

未払金 288,248 256,714

未払法人税等 72,692 30,554

賞与引当金 98,000 210,000

役員賞与引当金 2,822 10,898

製品保証引当金 132,852 135,172

その他 493,705 240,914

流動負債合計 2,742,896 2,342,359

固定負債

役員退職慰労引当金 66,780 66,780

その他 71,524 69,432

固定負債合計 138,304 136,212

負債合計 2,881,201 2,478,572

純資産の部

株主資本

資本金 1,985,666 1,985,666

資本剰余金 2,023,903 2,023,903

利益剰余金 14,635,226 14,694,569

自己株式 △346,775 △346,098

株主資本合計 18,298,021 18,358,040

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 42,222 68,374

為替換算調整勘定 △311,973 △338,489

評価・換算差額等合計 △269,750 △270,114

少数株主持分 29,570 27,300

純資産合計 18,057,840 18,115,226

負債純資産合計 20,939,041 20,593,798
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 5,295,863 2,381,176

売上原価 3,428,401 1,492,533

売上総利益 1,867,461 888,642

販売費及び一般管理費 ※
 941,663

※
 860,781

営業利益 925,797 27,861

営業外収益

受取利息 13,102 10,563

受取配当金 1,811 1,875

仕入割引 2,362 1,945

為替差益 12,534 －

その他 2,813 11,342

営業外収益合計 32,624 25,728

営業外費用

売上割引 137 117

為替差損 － 5,467

その他 422 618

営業外費用合計 560 6,202

経常利益 957,861 47,386

特別利益

固定資産売却益 2,735 －

貸倒引当金戻入額 2,973 2,117

特別利益合計 5,709 2,117

特別損失

固定資産除売却損 3,080 219

特別損失合計 3,080 219

税金等調整前四半期純利益 960,490 49,284

法人税等 414,098 19,887

少数株主損益調整前四半期純利益 － 29,397

少数株主利益又は少数株主損失（△） △736 1,282

四半期純利益 547,128 28,114
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 960,490 49,284

減価償却費 71,203 62,868

のれん償却額 2,010 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,226 △6,910

賞与引当金の増減額（△は減少） △125,000 △112,000

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,600 △8,076

受取利息及び受取配当金 △14,914 △12,439

売上債権の増減額（△は増加） △2,394,989 △41,490

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,928,381 △401,606

仕入債務の増減額（△は減少） △848,830 181,671

その他流動負債の増減額（△は減少） 398,547 374,804

その他 59,104 △100,980

小計 27,178 △14,874

利息及び配当金の受取額 14,526 11,340

法人税等の支払額 △187,331 △5,164

営業活動によるキャッシュ・フロー △145,626 △8,697

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △65,683 －

定期預金の払戻による収入 142,803 －

有形固定資産の取得による支出 △60,735 △48,792

有形固定資産の売却による収入 1,498 －

無形固定資産の取得による支出 △64,553 △882

投資有価証券の取得による支出 △300 △300

長期貸付金の回収による収入 46 48

投資活動によるキャッシュ・フロー △46,924 △49,925

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △262 △677

配当金の支払額 △174,918 △86,256

財務活動によるキャッシュ・フロー △175,180 △86,934

現金及び現金同等物に係る換算差額 28,403 5,430

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △339,328 △140,127

現金及び現金同等物の期首残高 8,051,703 10,197,400

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 7,712,375

※
 10,057,273
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　会計処理基準に関する事項

の変更

　　資産除去債務に関する会計基準の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　　これによる損益への影響はありません。

　 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）　

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

 税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　　有形固定資産の減価償却累計額は、2,919,939千円であ

ります。

※　　有形固定資産の減価償却累計額は、2,882,205千円であ

ります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

荷造運搬費 72,777千円

製品保証引当金繰入額 70,000千円

給料手当・賞与 230,544千円

賞与引当金繰入額  52,973千円

研究開発費 131,483千円

減価償却費 30,859千円

荷造運搬費 110,142千円

製品保証引当金繰入額 37,494千円

給料手当・賞与 220,081千円

賞与引当金繰入額  43,160千円

研究開発費 114,497千円

減価償却費 28,248千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 7,085,273千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金　　

　

譲渡性預金（有価証券）

△272,897

900,000

千円　

千円

現金及び現金同等物 7,712,375千円

現金及び預金勘定 9,297,183千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金　　

　

譲渡性預金（有価証券）

△139,910

900,000

千円　

千円

現金及び現金同等物 10,057,273千円

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成

22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 17,819,033株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 328,221株

 

３．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月11日

取締役会
普通株式 87,456 5 平成22年３月31日平成22年６月11日利益剰余金 
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

当社グループの事業内容は、射出成形品取出ロボット及び省力化システムを含めた周辺機器の開発、製造、販売

及びアフターサービスを行う産業機械事業に集約されるため、事業の種類別セグメント情報の記載は省略して

おります。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

北米地域
（千円）

 アジア地域
　

（千円）

欧州地域
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1)外部顧客に対する

売上高
4,790,799347,612128,34929,1025,295,863 － 5,295,863

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替

高

296,644 － 11,405 － 308,050(308,050)－

計 5,087,444347,612139,75429,1025,603,913(308,050)5,295,863

営業利益又は営業損失

（△）
974,131△34,285△17,856△15,912906,07619,720925,797

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

北米地域　　　　米国

アジア地域　　　韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、タイ、中国、インド

欧州地域　　　　イギリス、スロバキア

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 北米地域 アジア地域 欧州地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,225,042311,3781,501,37911,9874,049,787

Ⅱ　連結売上高（千円）                 5,295,863

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
42.0 5.9 28.4 0.2 76.5

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

北米地域　　　　米国、カナダ

アジア地域　　　中国、韓国、台湾、タイ、シンガポール、マレーシア、ベトナム、フィリピン、　　　　　　　　インドネ

シア、インドなど

欧州地域　　　　ドイツ、オランダ、イギリス、アイルランド、チェコ、オーストリア、スロバキアなど

その他の地域　　中南米、オセアニア、中近東など

３．海外売上高は、当社及び在外連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、射出成形品取出ロボット及び省力化システムを含めた周辺機器の開発、製造、販売及びアフター

サービスを行っており、国内においては当社が、海外においては北米、アジア（韓国、台湾、マレーシア、シン

ガポール、タイ、中国、インド）、欧州（英国、スロバキア）の各地域をユーシン・アメリカ・インク（米

国）、㈱ユーシン・コリア（韓国）、ユーシン・オートメーション・リミテッド（欧州）及びその他の現地

法人が、それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、各地域の戦略を立案し、

事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、製造・販売及びアフターサービス体制を基礎とした地域別のセグメントから構成され

ており、「日本」、「米国」、「アジア」及び「欧州」の４つを報告セグメントとしております。　

　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　　当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

　 （単位：千円）

 
報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

日本 米国 アジア 欧州

売上高        

外部顧客への売上

高
1,771,066255,706316,53037,8732,381,176 － 2,381,176

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

648,380 225 48,5333,850700,989△700,989 －

計 2,419,447255,931365,06341,7233,082,165△700,9892,381,176

セグメント利益

又は損失（△）
67,923△4,79628,889△4,052 87,964△60,103 27,861

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△60,103千円には、セグメント間取引消去2,514千円、棚卸資産の

調整額△62,617千円が含まれております。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　　

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。 

　

（追加情報）　

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,030.73円 １株当たり純資産額 1,034.11円

　　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 31.28円 １株当たり四半期純利益金額 1.61円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純利益（千円） 547,128 28,114

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 547,128 28,114

期中平均株式数（株） 17,491,720 17,491,078

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成22年５月11日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………87,456千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………5円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年６月11日

　（注）平成22年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成21年８月10日
────────

 

株式会社ユーシン精機  

 取締役会　御中  

　

　 有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山  田  美  樹   印 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小  林  洋  之   印 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユーシン精

機の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユーシン精機及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成22年８月９日
────────

 

株式会社ユーシン精機  

 取締役会　御中  

　

　 有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山  田  美  樹   印 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小  林  洋  之   印 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユーシン精

機の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユーシン精機及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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